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※省エネ法・定期報告書作成セミナー用
関東経済産業局 省エネルギー対策課（平成２５年６月）
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目的（省エネ法、ツール開発）
（法律の目的）

・省エネ法

→法律名：エネルギーの使用の合理化に関する法律

・定期報告書は、ゴールではない。自分たちの省エネ取組の再確認。

・定期報告書から、どのようなことが分かる？

（ツールの目的）

・計算を簡単に！

→ エネルギー使用量の計算に、無駄な時間を取られない！

→ 温対法の計算が、複雑。

→ 理由：電力会社ごとに、係数がある。

実排出係数と、調整後排出係数。
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・事前の計算は不要。

（工場・事業場単位で、エネルギーの使用
量を入力できる。（電力会社、都市ガス会社
等からの届く「請求書」に記載された使用量
を入力するだけでよい。））

→特定２表は、自動計算
→特定１２表：電力会社別の排出量を、電

力会社ごとに計算する必要がない。（請求
書に記載された電力使用量のみを入力。）

・エクセルでの、マクロなし

・記載漏れがなくなる。
（→記入漏れがあると、印刷できない。）

（写真出典：東京ガスホームページ）
http://home.tokyo‐
gas.co.jp/ryokin/haraikomisho_old.html より

新ツールのメリット
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拡大

新ツール ＥＸＣＥＬツール

・事前の計算が必要。

（事業者の全ての工場・事業場のエネルギー
使用量を、エネルギー種別ごとに、事前に合
計することが、必要。）

・二酸化炭素の温室効果ガスの算出で、実排
出係数と調整後排出係数を、別計算が必要。

・エクセルでの、マクロあり

・記載漏れがあっても、印刷可能。
（→後日、局から修正依頼が届く。）



エクセル版ツールとの違い

・ツールをダウンロード。
・必要なソフトウェア「Flash Player」「PDF
Reader」は、無料でダウンロードできる。
・エクセルのマクロなし。
・パソコンへの負荷、小。

・新ツールでは、工場・事業場単位での入
力しかない。

（エネルギー管理指定工場未満のエネル
ギー使用量の工場・事業場も、その単位で
入力できる。）
・事業者単位の値は、自動集計される。
（→エネルギー管理指定工場や、それ未満

の工場・事業所のエネルギー使用量につ
いて、特定第２表の再計算は不要。）

写真出典：adobe社ホームページ
http://www.adobe.com/jp/downloads/より

・ツールをダウンロード。

・必要なソフトウェア「エクセル」で、バー
ジョン2000以上。
（それより前のエクセルでは、不具合が
発生する。）
・エクセルのマクロあり。

（社内のパソコン環境では、マクロの使用
を認めない会社が増えてきている。
コンピュータウィルスとの関係）

・パソコンへの負荷、大。

・事業者全体での入力と、エネルギー管理
指定工場単位での入力が必要。
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新ツール ＥＸＣＥＬツール



ダウンロードの方法
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http://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/enetai/1‐3‐1shoene_teikihoukoku.html

※ユーザーガイド

（使用マニュアル）も、
この並びからダウン
ロード可能。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



ユーザーガイドの、１１ページから記載

起動方法
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ダウンロードして、
解凍した後

解凍後のフォルダの中身

※ユーザーガイドの再掲



・工場・事業場等ごとに、エネルギー使用量を新ツールに
入力をして、本社でまとめることができる。
（ユーザーガイドP.53～）
→ 本社と、事業所で協力して、報告準備が進められる。

・個々の工場・事業場等の情報が、残る。
→初回は、工場・事業場等の名称、住所の入力が必要。
→次年度以降は、それは不要。
電力会社・ガス会社等から届く請求書に記載された
エネルギー使用量を入力。

新ツールで出来ること
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定期報告書作成支援ツールの適用年度を確認してください。
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注意をお願いしたい点 その１

温室効果ガス排出量を算定するための
「電気事業者ごとの実排出係数・調整
後排出係数」が毎年変更になります。

定期報告書作成支援ツールが対象年
度になっているか確認してください。



注意をお願いしたい点 その２
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・提出書類の全体像が見えない場合→困ったら、虫眼鏡（プレ
ビューボタン ユーザーガイド P.60 Q&A:10）

・「３．チェックと記述」タブへの入力は、
前年の報告の原単位を入力する。
（P.28 特定第３表、P.38指定第５表）

・エラーの際に、「逆引き辞典」では、
入力に関係のない全てのエラーが一覧表示される。（P.65～74）



・数字の入力は、半角で！

・入力データの保存について （ユーザーガイドP.12）
→ そのままだと、前のファイルに上書きされる。

これまでの入力を残したい場合には、「出力」タブを開き、保存用データ（事業者全体
及び事業所すべてのデータ）を出力して、任意のフォルダに保存してください。
（→本資料のP.16）

・入力を保存したデータは、
「東京○○株式会社report2013423.xml」（日付は自動表示）
同じ日に出力すると上書きしますので、同じ日に保存をする場合は、先に保存したデー
タの名称を変更してください。

→ ファイル名の変更例：
東京○○株式会社report2013423‐1.xml
東京○○株式会社（△△部作成）.xml

保存用データ（事業者全体及び事業所すべてのデータ）は、トップ画面の「インポートし
て開く」→「ツールを使用する」⇒保存していたデータを選択して開きます。

注意をお願いしたい点 その３

10



11

・定期報告書の報告について
→ 紙での提出は必須！（ユーザーガイド P.44）
→ 電子データでの提出もお願いします。

電子データは、「出力」タブにある「保存用データの出力」
で作成されたファイルを、ご送付下さい。

→ 送付先メールアドレス ：kan-shoeneteikidata@meti.go.jp 

注意をお願いしたい点 その４

送付する
ファイル

保存用データは
任意のフォルダに
保存してください。
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新しい定期報告書支援ツールの入力画面（1:基本情報）

①

②

③

①提出年月日
② 事業所の登録
③ 事業者情報の入力
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新しい定期報告書支援ツールの入力画面（1:基本情報）

①

②

③

①登録した事業所の一覧
②事業所情報の入力
③ エネルギー管理指定

工場情報の入力
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新しい定期報告書支援ツールの入力画面（2:エネルギー使用量）

①

②

①登録した事業所の一覧
② 登録した事業所ごとの

エネルギー使用量の入力
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新しい定期報告書支援ツールの入力画面（3:チェックと記述）

①

②

③

④

①提出先の登録
②提出先の選択
経済産業局以外は、提出先を
記入して、「追加」ボタン

③特定表のチェック
（事業者全体の数値）

④指定表のチェック
(エネルギー管理指定工場の数値)
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新しい定期報告書支援ツールの入力画面（出力）

・提出用の書類の出力
・保存用のデータの出力

（電子データ提出用）
・ＣＯ２計算シートの出力



本社で、事業所のデータを
まとめる方法
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本社での作業：

本社で事業所からのデータをまとめる方法
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事例では、事業所名「渋谷 △ △ビル」、「新宿□□ビル」、「御茶ノ水
■ ■ ビル」の３事業所があると仮定。



本社での作業：
入力したデータを、出力する。

出力された
ファイル
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本社で事業所からのデータをまとめる方法

手順：①「出力」タブを選択。
②「保存用データの出力」を選択
③「事業者全体及び事業所のすべてのデータ」にチェック
④「ダウンロード」）

①
②

③

④



手順：①「インポートして開く」
②「インポートするファイルを選択」
③本社から届いたファイルを選択。「例では、東京○○株式会社

report2013422.xmlを選択した」
④「開く」からツールを起動する。

事業所での作業：
起動時に、本社から送られたファイルを開く。
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本社で事業所からのデータをまとめる方法

①

②

③

④



事業所での作業：
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本社で事業所からのデータをまとめる方法

担当する事業所分の情報（基本情報、エネルギー使用量）を入力する。
（例では、「渋谷△ △ ビル」という事業所名）



事業所での作業：
入力したデータを、出力する。
（例では、「渋谷△ △ ビル」にチェック）

出力されたファイル。

このファイルを、本社
へ送付する。

事業所名は、自動で
つきます。
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本社で事業所からのデータをまとめる方法



本社での作業：
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事業所で、入力さ
れたデータ（エネ
ルギー使用量、
他）が事業者ファ
イルに入ります。

本社で事業所からのデータをまとめる方法

事業者ファイルを開いた上で、事業所から送られた
ファイルを「事業所のインポート」ボタンでインポート。



本社での作業：
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本社で事業所からのデータをまとめる方法

インポート前に、同じ事業所名があると、「上書きの確認」を聞かれる。
「ＯＫ」すると、事業所で入力された情報が、反映される。



関東経済産業局 ：http://www.kanto.meti.go.jp/

省エネルギー ：
http://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/enetai/index_shoene.html
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ご静聴、ありがとうございました。

（お問い合わせ先）

関東経済産業局 資源エネルギー環境部 省エネルギー対策課

電話：０４８－６００－０３６４


